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金沢競馬場省エネルギー対策事業に関する実施方針の公表

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）第５条第１項

の規定により、金沢競馬場省エネルギー対策事業に関する実施方針を定めたので、次のとおり公表する。

平成１３年１０月９日

石川県知事 谷本 正憲

第１ 特定事業の選定に関する事項

１ 事業の内容に関する事項

( ) 事業の名称1

金沢競馬場省エネルギー対策事業

( ) 公共施設等の管理者等の名称2

石川県知事 谷本正憲

( ) 事業の目的3

金沢競馬場の各施設において、各施設の性能を低下させることなく、電力消費量を削減する。

( ) 事業の内容4

本事業は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（以下「ＰＦＩ法」という ）。

に基づき実施するものとし、事業者は、金沢競馬場の各施設において、各施設の性能を低下させることなく、

電力消費量を削減するため、電灯設備及び動力設備（以下「電灯設備等」という ）の省エネルギー機器を。

設計・施工し、県に当該省エネルギー機器を引渡すとともに、事業期間内において当該省エネルギー機器の

維持管理業務を実施するＢＴＯ（ ）方式とする。Build Transfer Operate

ア 業務の内容

(ｱ) 対象とする省エネルギー機器の設計・施工

ａ 電灯設備等の改善等による電力削減方策の策定及び実施

ｂ 年間電力削減量及び金額の検証並びに保証

(ｲ) 電灯設備等の使用開始の日から事業期間終了の日までの維持管理業務

イ 事業者の収入

県は、事業者が実施する電灯設備等の設計・施工及び維持管理に要する対価を、省エネルギーサービ

ス料として、事業期間内において随時事業者に支払う。

( ) 事業期間5

維持管理業務を開始した日から９年以内とする。

( ) 事業の実施スケジュール6

ア 事業契約の締結 平成１３年１２月

イ 省エネルギー機器の設計・施工 平成１４年１月から３月まで

ウ 省エネルギー機器の所有権の移転 平成１４年３月

エ 設備の使用開始 平成１４年４月

オ 設備の維持管理 平成１４年から平成２３年３月まで(最も事業期間が長い場合)

( ) 法令等の遵守7

本事業を実施するに当たっては、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他の関係法令を遵守する
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ものとする。

２ 特定事業の選定及び公表に関する留意事項

( ) 本事業を実施することにより、事業期間を通じた県の財政負担の縮減を期待できること又は県の財政1

負担が同一の水準にある場合において公共サービスの水準の向上を期待できることを選定の基準とする。

( ) 県の財政負担見込額の算定に当たっては、事業者からの税収その他の収入等の適切な調整を行い、将来2

の費用と見込まれる財政負担の総額を算出の上、これを現在価値に換算することにより評価を行う。

( ) 公共サービスの水準は、できる限り定量的な評価を行うこととするが、定量化が困難な場合には、客観3

性を確保した上で定性的な評価を行う。

( ) 特定事業の選定を行ったときは、その判断の結果を評価の内容とあわせて、速やかに公表する。4

第２ 民間事業者の募集及び選定に関する事項

１ 事業者の募集及び選定方法

事業者の募集及び選定は、公募型プロポーザル方式によるものとする。

２ 事業者の募集及び選定の手順

( ) 事業者の募集及び選定のスケジュール1

ア 実施方針の公表 平成１３年１０月９日

イ 実施方針に関する意見の受付 平成１３年１０月９日から同月１６日まで

ウ 特定事業の選定及び公表 平成１３年１０月１９日

エ 技術提案の募集公告 平成１３年１０月１９日

オ 説明会開催、資料提供及び現場ウォークスルー調査 平成１３年１１月１日

カ 募集公告に関する質問の受付 平成１３年１１月２日

キ 募集公告に関する質問に対する回答 平成１３年１１月７日

ク 参加表明書の受付 平成１３年１１月９日

ケ 参加資格確認結果の通知 平成１３年１１月１３日

コ 技術提案書の提出 平成１３年１１月２５日

サ 最優秀提案者の決定 平成１３年１２月上旬

シ 契約締結 平成１３年１２月下旬

( ) 事業者の募集手続等2

ア 実施方針に関する意見の受付

(ｱ)意見の方法 意見書（別記様式）に簡潔にまとめ提出すること。

(ｲ)提出期限 平成１３年１０月１６日（火）午後５時

(ｳ)提出方法 持参し、又は郵送すること。郵送の場合は、提出期限内必着のこと。

(ｴ)提出場所 〒 石川県金沢市八田町西１番地920-3105

石川県競馬事業局競馬総務課 施設係

076-258-5761 076-258-4291電話番号 ファクシミリ番号

イ 特定事業の選定及び公表

実施方針に関する意見を踏まえ、本事業をＰＦＩ法に基づく特定事業として選定し、平成１３年１０月

１９日（金）に公表する。
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ウ 技術提案書の募集公告

実施方針に関する意見及び特定事業の選定の手続等を踏まえ、平成１３年１０月１９日（金）に技術提

案書の募集公告を行う。

エ 説明会の開催

募集公告に関する説明会を平成１３年１１月１日（木）に開催する。

( )技術提案者の参加資格等3

ア 技術提案者の構成等

(ｱ) 技術提案者は、省エネルギー事業を行う能力を有する企業又はグループ（複数の企業を構成員とする

ものをいう。以下同じ ）とする。なお、グループで応募する場合は、代表企業１社を選定するものとす。

る。

(ｲ) グループの構成員の変更は、原則として認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた場合には、県と

協議を行うものとする。

(ｳ) 一のグループの構成員は、他のグループの構成員になることはできない。

Special Purpose(ｴ) 特定事業の契約の相手方は、契約の締結までに、当該事業を実施するためＳＰＣ（

）を設立することができる。この場合において、当該契約の相手方がグループの場合は、代表企Company

業が、ＳＰＣへ出資をするものとする。

イ 技術提案者の参加資格要件

(ｱ) 各種対策により、施設の電力削減量が提案できる者であり、削減量が達成されない場合は、保証措置

を講ずることができる者であること。

(ｲ) 本事業を円滑に遂行できる、安定的かつ健全な財務能力を有していること。

(ｳ) 本事業の業務に実績を有し、確実に事業を遂行できる能力を有していること。

(ｴ) 一般電気工作物に係る工事の電気保安技術者（第１種又は第２種電気工事士の資格を有する者に限る ）。

を有していること。

ウ 技術提案者の欠格要件

次のいずれかに該当する者（グループにあっては、構成員を含む ）は、技術提案者となることはでき。

ない。

(ｱ) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

(ｲ) 石川県財務規則（昭和３８年石川県規則第６７号）第１１１条第２項の規定による資格者名簿に登載

されていない者

(ｳ) 指名停止の措置を受けている者

(ｴ) 本事業に係るアドバイザリー業務に関与した者

(ｵ) 最近１年間の法人税、消費税又は法人事業税を滞納している者

( ) 技術提案書の審査等4

ア 技術提案書の審査に際しては、県に選定委員会を設置し、あらかじめ定めた最優秀提案者決定基準に基づ

き技術提案書の審査を行い、最優秀提案者を選定する。

イ 技術提案書の審査は、事業費見込みのほか、建設、維持管理等の提案内容及び県の求める仕様との適合性

並びに資金調達及びリスク分担を含む事業計画の妥当性、確実性等の観点から総合的に評価する。

ウ 最優秀提案者と契約条件を協議の上、委託契約を締結する。



- 4 -

第３ 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項

（１） 基本的考え方

本事業における省エネルギー設計・施工及び維持管理業務の責任は、原則として事業者が負うものとする。

ただし、県が責任を負うべき合理的な理由がある場合、別途事業者と協議の上、県が責任を負うものとする。

（２） 予想されるリスクと責任分担

予想されるリスク及び県と事業者の責任分担は、原則として別表に定めるとおりとし、責任分担の程度や

具体的な内容については、別に契約書に定める。

(３) 事業の実施状況の監視

県は、事業者が実施する省エネルギー設計・施工及び維持管理業務について、定期的に監視を行う。また、

事業者の提供する当該業務に関し、事業の目的が十分に達せられない場合、県は事業者に対し、支払の減額

等を行うとともに改修勧告を行い、改修策の提出及び実施を求めることができる。

第４ 公共施設等の立地並びに規模及び配置に関する事項

本事業は、競馬場全体（きゅう舎、売店等は除く ）を対象とするが、主として管理棟及びスタンド棟を対象と。

するものとする 。。

第５ ＰＦＩ法第１０条第１項に規定する事業計画又は協定の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する

事項

事業計画又は協定の解釈について疑義が生じた場合、県と事業者は、誠意をもって協議するものとし、協議が

整わない場合は、契約に定める具体的措置に従う。また、契約に関する紛争については、金沢地方裁判所を第１

審の管轄裁判所とする。

第６ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項

( ) 事業者の提供するサービスについて契約書に定める事業者の責めに帰すべき事由により債務不履行又はそ1

のおそれが生じた場合には、県は、事業者に対して改善勧告を行い、一定期間内に改善策の提出及び実施を

求めることができる。この場合において、事業者が当該期間内に改善をすることができなかった場合には、

県は、契約を解除することができる。

( ) 事業者が倒産し、又は事業者の財務状況が著しく悪化し、契約に基づく事業の継続的履行が困難と認めら2

れる場合には、県は、契約を解除することができる。

( ) ( )の規定により県が契約を解除した場合には、事業者は、県に生じた損害を賠償しなければならない。3 2

( ) 県の責めに帰すべき事由に基づく債務不履行により事業の継続か困難となった場合には、事業者は契約を4

解除することができる。

( ) ( )により事業者が契約を解除した場合には、県は、事業者に生じた損害を賠償しなければならない。5 4

( ) 不可抗力その他県又は事業者の責めに帰すことのできない事由により事業の継続が困難となった場合には、6

県と事業者は、事業継続の可否について協議する。この場合において、一定の期間内に協議が整わない場合

には、県及び事業者は、契約を解除することができるものとする。

( ) ( )から( )までに規定するもののほか、事業の継続が困難となった場合の措置については、別に契約書に定7 1 6

める。

第７ 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項
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県は、事業者に対し、補助、出資等の支援は行わないが、事業者が法制上及び税制上の措置並びに財政上及び

金融上の支援を受けることができるよう努めるものとする。

第８ その他特定事業の実施に関し必要な事項

特定事業に係る技術提案書の応募等の費用は応募者の負担とする。



別表

段 負担者
階 リスクの種類 リ ス ク の 内 容 県 事業者

募集要項の誤り 募集要項の記載事項に重大な誤りのあるもの ○
省エネ提案の誤り 事業者の提案する削減が達成できない場合 ○
第三者の賠償リスク 調査、建設及び維持管理段階における騒音、振動、地盤沈 ○

共 下、臭気等に関するもの
安全性の確保 設計、建設及び維持管理における安全性の確保 ○
環境の保全 設計、建設及び維持管理における環境の保全 ○

通 保険 施設の設計及び建設における履行保証保険並びに維持管理 ○
期間のリスクを保証する保険

事業の中止・延期 県の指示によるもの ○
リスク

施設の建設に必要な許認可等の遅延によるもの ○
事業者の事業放棄、破たん等によるもの ○

計 物価変動リスク 急激なインフレ－ション・デフレーション ○ ○
画 （設計費に対して影響のある場合のみを対象とする ）。
設 用地の確保 資材置場の確保 ○
計 設計変更リスク 県の提示条件、指示及び判断の不備並びに設計変更による ○
段 もの
階 事業者の指示及び判断の不備によるもの ○

応募コスト 応募費用に関するもの ○
資金調達リスク 必要な資金の確保に関するもの ○
不可抗力リスク 天災､暴動等による設計変更、中止及び延期 ○ ○

建 物価変動リスク 急激なインフレーション・デフレーション ○ ○
用地の確保 資材置場の確保 ○

設 設計変更リスク 県の提示条件、指示及び判断の不備並びに設計変更による ○
もの

段 事業者の指示及び判断の不備によるもの ○
工事遅延リスク 工事が遅延又はは完工しない場合 ○

階 工事増大リスク 県の指示による工事費の増大 ○
上記以外の工事費の増大 ○

性能リスク 仕様不適合（施工不良も含む ） ○。
一時的損害 引渡し前に工事目的物等に関して生じた損害 ○

支 支払遅延・不能 支払の遅延及び不能によるもの（下記以外） ○
払 金利 市中金利の変動 ○
関 瑕疵担保 隠れた瑕疵の担保責任 ○
連

計画変更リスク 県の責めによる事業内容及び用途の変更に関するもの ○
維 維持管理上昇リスク 上記以外の要因による維持管理費及び修繕費（大規模修繕 ○
持 を含む ）の増大。
管 施設損傷リスク 省エネルギー機器に係る事故及び火災による県の施設の損 ○
理 傷
関 省エネルギー機器に起因する県の施設への損傷 ○
連 上記以外の事故及び火災等による県の施設への損傷 ○

ベ 機器の不良 省エネルギー機器が所定の性能を達成しない場合 ○
｜
ス 光熱水費単価 光熱水費単価の変動 ○
ラ エネルギー消費量 機器の使用状況及び稼働率の顕著な変動に伴う運転管理方 ○
イ 法の顕著な変更
ン 上記以外の変動要因の場合 ○ ○
調
整

保 性能リスク 仕様不適合（施工不良を含む ） ○。
証 仕様不適合による施設・設備の損害に伴う県の施設の運営
関 又は業務への障害 ○
連



別記様式

意 見 書

事業の名称 金沢競馬場省エネルギー対策事業

標記事業の実施方針に関して、以下のとおり意見を提出します。

意見の内容

平成 年 月 日
石川県知事 殿

提出者
所 在 地
商号又は名称

,代表者 氏 名
電 話 番 号
ファクシミリ番号


